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日本介護支援専門員協会の組織図 
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協会の災害支援体制（イメージ図） 
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協会の災害支援体制 

地域支部 
【１年】 

市区町村 
（被災地） 

全国 【2～3ヵ月】 

ブロック・都道府県 
【半年】 

地域包括ケアシステム 
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居宅介護支援事業所への
説明会 ２回（御船町、益城町）

※厚生労働省通知の解釈
（読み解き）、意見交換

県庁や関係諸団体との会合 12回
＜御船町の説明会（鷲見前会長）＞

＜県庁主催の多職種連携会議＞ ＜熊本市の包括支援センター所長会議＞

熊本地震支援活動（平成28年4月～6月）
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地域包括支援センターの業務支援 

  ※地域全戸訪問、避難所巡回など 

  実態把握 11,780件 
   （熊本市、益城町、西原村、嘉島町、御船町) 
 

保険者事業活動支援 
  認定調査 27件 
  （南阿蘇村、御船町) 

 

全国ボランティア 

  のべ 825名 

熊本地震支援（平成28年4月～6月） 

＜塩崎厚生労働大臣(当時)に活動状況報告･5/22＞ 
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＜地域包括支援センター業務の支援(被災地アセスメント)：熊本県益城町＞ 
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西日本豪雨災害支援（平成30年7月～8月） 

■実態把握  

 広島県 1,820件 

 岡山県 3,702件 

■全国ボランティア 

  のべ 524名 
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北海道胆振東部地震（平成30年9月） 
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北関東からは介護支援専門員の要請あり 

当協会と、連携、厚生労働省へ状況報告 

 

長野県 

・避難所巡回 

・災害後の介護給付管理について説明会 

・介護相談 
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災害支援ケアマネジャーの養成 

● 大規模災害の発生時、全国規模での被災  

 地支援を行う際に活動の中心的役割 

 （コーディネーター役）を担う。 

● 平時には、都道府県支部における防災 

 減災活動の中核的役割を担う。 

   ⇒ 支部に災害対策委員会等を組織する。 

   ⇒「災害支援リーダー」を養成する。  

   ⇒「災害対策机上訓練」を実施する。 
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災害対策机上訓練の実施 

 地震など大規模な災害が発生した状況をシミュレーション。 

 介護施設や地域包括支援センター、在宅介護事業所等がお互い

に連携しながら、高齢者支援・地域復興をめざすプロセスを疑似

体験する。⇒ 平常時からの地域包括ケアの大切さが分かる 

全国で実施中 
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災害対応マニュアルの編集発行 
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居宅サービス計画書（１） 
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災害時リスク･アセスメントシート 
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災害時利用者一覧表（安否確認優先順位） 

©Japan Care Manager Association 16




